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中国・ASEAN貿易と東アジアのFTAの現状

二村　泰弘

はじめに

成長著しい東アジア（１）の経済発展を考えるうえで重要なファクターは，
（1）重層的な産業集積，および緻密な生産ネットワークの形成（とくに，電

機・電子産業），（2）「世界の工場」「世界の市場」となった中国経済の台頭
と今後の動向，（3）事実上（de facto）の経済統合が進んでいる同地域内で
のFTAの推進，である。ASEANでは，1970年代以降日系企業等の海外進
出により域内では製造業を中心とする生産ネットワークが形成されており，
近年は電機・電子産業，自動車産業において集積構造の厚みが一層増して
いる。東アジアの経済発展をさらに持続させるためには，経済規模の大き
な日本と躍進する中国との経済関係，とりわけ貿易・投資面での一層の強
化が必要となる。

東アジア経済圏は日本・中国・ASEANからなるトライアングル構造に
なっており，すでに日本・ASEAN，日本・中国との間には貿易・投資を
媒介とする強固な経済関係が構築されている。しなしながら，中国・
ASEANの関係は前２者に比べるとその結びつきは弱かった。新世紀に入
りWTO加盟を果たした中国は積極的な経済外交を展開，ASEANへ急速に
接近しており，東アジアにおける経済的プレゼンスが高まってきている。

本章は，東アジアにおける中国とASEANの経済関係を概観することを
目的とする。第１節で東アジアへの直接投資を概観し，中国への投資が集
中していることを明らかにするとともに，対ASEAN投資動向との比較を
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行う。第２節ではASEANと中国の貿易関係を二国間ベースで分析する。
近年，両地域間（中国とASEAN）の貿易量が激増しており，とくにエレク
トロニクス関連および機械関連製品の取引が増大していることを検証する。
第３節では東アジアで加速化するFTA交渉の現状とその特徴を明らかに
する。最後に，東アジアの経済発展におけると日本と中国の果たすべき役
割について今後を展望し，またアジア大での経済統合のあり方に言及する。

第１節　東アジアの投資概況

中国では1978年以降の改革・開放政策の推進により，四半世紀以上にわ
たって目覚しい経済発展を遂げている。この間，貿易・投資の面で日本と
中国の経済関係はますます緊密度を高めており，すでに中国は日本の輸入
相手国の第１位となっている。また，日本にとって中国とともに重要な経
済パートナーはASEANであり，1980年半ば以降の日本からの投資ブーム
によりASEANは目覚しい発展を遂げた。

東アジアでは実質的な経済統合が進んでいるが，それは企業の生産活動
による生産ネットワークの展開・拡大に負うところが大きい。このような
なかで，モノの生産，調達・流通，販売において日本，中国，ASEANの
果たす役割が徐々に明確になり，最終消費地であるアメリカ・欧州市場と
のリンケージを強めている。製造拠点としての中国の「モノ造り大国化」
は，不断の対中国投資の累積・集積効果として形成されたものである。本
節では，対中国投資，対ASEAN投資をみることにより，東アジアの経済
発展を支える投資の現状を概観する。

１．中国への外国直接投資の推移

世界経済の発展に大きなインパクトを与えているアジアの経済成長を支
えているのが海外からの投資である（表１）。同地域への投資はアジア通貨
危機後も順調に流入し，2000年には1457億ドルを記録した。2001年から2002
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年にかけて投資額は減少するものの2003年以降は再び増加し2004年には
1475億ドルとなっている。これは2004年の世界の総投資額の23％に相当す
る。このうち約4割を占めるのが対中国投資である。

ここで，対中国投資を時系列でみてみよう。「世界の工場」「世界の市場」
といわれ急速な経済成長を遂げている中国への海外直接投資（FDI）は依然
として勢いが衰えていない。1990年以降の対中国投資で，投資額が前年度
を下回ったのは1999年のみであり，一貫して右肩上がりの増勢を続けてい
る。1996年から2001年にかけて年間投資額は400億ドル台で推移したが，
2002年に500億ドルを超え，2004年には606億ドルとなった。これは同年の
世界の総投資額の9.4％に相当する。香港を加えた広義の「中国経済圏」で
は947億ドルとなり実に世界全体の14.6％に達している。まさに世界の投
資を惹きつけているといっても過言ではない。世界全体の投資額は2000年
の1兆3965万ドルをピークに2003年には6326億ドルと半減したが，中国へ
の投資はそれとは対照的な動きを示している。

2005年の対中国投資は6年ぶりに前年実績を下回ったものの603億ドル
（2006年1月13日，商務省発表）と依然高い水準にある。今後は，貿易収支の
大幅な黒字，さらには増え続ける外貨準備（2005年末で8189億ドル）に対す
る元の対ドル為替レートの動向が対中国投資にどのような影響を与えるの
かが注目される。

21世紀に入ってからも東アジアにおける投資の流れは中国へと一極集中
する傾向は続いている。これにともない中国経済の動向はいろいろな局面
で世界経済に影響を与えている。とくに，中国での需要増大により素材製
品（鉄，石油化学製品等），石油，石炭などの一次産品価格が高騰し，また
物流でも海上輸送の運賃が高騰するなど中国ファクターが世界市況を大き
く変化させている。

他方，中国では沿海地域を中心に経済発展を遂げているため，開発の恩
恵が及ばない内陸地域との経済格差が拡大しており，地域間格差・所得分
配の不平等是正が政治的課題にもなっている。経済発展から取り残された
国境地域ではASEANとの経済交流に活路を見出すため，2004，2005年と
広西チワン族自治区の南寧で中国・ASEAN博覧会を開催するなど，
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ASEANとの国境貿易，相互間の投資交流に期待が高まっている。

２．ASEANへの投資動向

中国およびASEAN（６カ国）への投資を比較すると，1992年を境にその
流れが大きく変化していることがわかる（表１）。1990，1991年はASEAN
への投資は対中国投資の３倍以上であったが，1992年になると両者はほぼ
拮抗する。1993年に対中国投資が対ASEAN投資を上回ってからは，中国
への投資が継続的に増大していった。他方，対ASEAN投資も1997年のア
ジア通貨危機が発生するまでは比較的順調に推移し，1997年の投資額は
1993年の約2倍の323億ドルとなっている。アジア通貨危機はASEANへの
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投資状況を一変させ，1998年の直接投資額は対前年度比35％減の209億ドル
へと急減した。1999年には一時的に回復したものの，2000年以降は漸減し
ている。2004年になってようやく249億ドル（世界総投資の3.8％）へと回復
した。これはシンガポールへの投資が大幅に増えたこと，さらには危機後
6年間にわたって低迷していた対インドネシア投資に復調の兆しがみえた
ことによるものである。

なお，ASEAN各国への投資動向をみると，1998年から2001年にかけて
国別投資額が大きく変動している。その要因としてアジア通貨危機後
ASEANの投資環境が悪化したこと，さらに，中国との競合によって
ASEANへの新規大型投資案件が減少したことが指摘できよう。インドネ
シアはアジア通貨危機の影響が国内の経済・政治危機へと波及したため，
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海外からの投資が手控えられ，1998年から2001年，そして2003年は投資額
がマイナス（投資資金の流失等による）になってしまった。

第２節　中国・ASEAN貿易

１．中国の対外貿易

中国の対外貿易の特徴は，（1）近年対中国投資が拡大，さらには2001年
中国のWTO加盟を契機に貿易量が急速に拡大していること，（2）対米貿易
はこのところアメリカへの輸出の急増により貿易収支の黒字が拡大してい
ること，である。なお，2005年のアメリカの対中貿易赤字は2000億ドルを
超すと予想され（アメリカ側の発表），中国の対米貿易の不均衡の拡大は両
国間の貿易摩擦の激化，さらには政治問題にまで発展している。中国の好
調な経済発展は対米輸出（アメリカの旺盛な消費需要）に支えられているだ
けに，中国政府にとっても慎重な対応が求められている。

近年，中国の対世界貿易は大幅な伸びを示しており，1995年から2004年
の10年間で輸出は4倍，輸入は4.3倍の規模にまで拡大している。2004年の
中国の輸出は5937億ドルで対前年比約35％の伸びを示している（表２）。国
別にみると，第１位のアメリカは1250億ドルで全体の21％を占めている。
アメリカへの輸出はこの10年間で5倍以上増えている。第２位は香港で
1011億ドル（同17％），第３位が日本で735億ドル（同12％），第４位が韓国
で278億ドル（同５％）となっている。ASEANへの輸出は６カ国合計で414
億ドルとなり全体の７％を占めている。

次に中国の輸入をみてみよう（表３）。2004年の中国の輸入額は5608億ド
ルで対前年比36％の伸びを示している。輸入相手国の第１位は日本で942
億ドル，全体の16.8％を占めている。第２位は台湾の648億ドル（同12％），
第３位は韓国の622億ドル（同11％），第4位がアメリカの447億ドル（同8％）

となっている。ASEANからの輸入は６カ国合計で625億ドル（同11％）で
ある。シェアの推移をみると日本，アメリカが徐々にシェアを減少させて
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11,738 

407 
10 
52 
28 

52,142 

41,611 

44,530 
11,287 
5,040 
5,755 
2,565 
3,061 
2,244 
1,464 
1,537 
16,626 

496 
164 
34 
13 

54,277 

45,049 

46,492 
12,524 
5,002 
5,793 
3,221 
2,842 
2,502 
1,621 
1,805 
17,785 

497 
206 
54 
17 

69,959 

48,483 

58,483 
15,508 
6,590 
6,969 
4,975 
3,427 
2,959 
2,042 
2,150 
22,522 

725 
252 
54 
21 

92,510 

59,454 

76,324 
20,105 
9,014 
8,873 
6,142 
4,482 
3,829 
3,094 
3,180 
29,600 

908 
295 
98 
34 

124,973 

73,536 

101,126 
27,809 
13,548 
12,695 
8,085 
6,257 
5,800 
4,265 
4,260 
41,364 

939 
452 
101 
48 

（注）斜体字は輸出総額に対する比率（％）。
（出所） World Trade Atlas，原典は中国海関統計。

順位 国名 1995 1996 1997 1999 2000 2001 2002 2003 2004 

ミャンマー 
カンボジア 
ラオス 
ブルネイ 

148,780 151,048 182,744 183,746 195,177 249,240 266,403 325,642 438,473 593,647 

（単位：100万ドル） 
1998 

表２　中国の輸出（1995～2004年） 

世界 
アメリカ 
対輸出総額（%） 
日本 
対輸出総額（%） 
香港 
韓国 
台湾 
シンガポール
マレーシア
インドネシア
タイ
フィリピン
ベトナム
ASEAN６小計
対輸出総額（%）

71 
76 
116 
137 

順位 

１ 

４ 

７ 
８ 
11 
13 
19 
33 

２ 
３ 
10 
５ 

世界 

ブルネイ 
ミャンマー 
カンボジア 
ラオス 

マレーシア 
シンガポール 
タイ 
フィリピン 
インドネシア 
ベトナム 
ASEAN６小計 
対世界輸出（％） 

アメリカ 
対世界輸出（％） 

日本 
対世界輸出（％） 

台湾 
韓国 
香港 
中国 

国名 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 

38,082 
28,581 
10,788 
14,984 

27,228 

53,489 

2002 
（単位：100万ドル） 

49,364 
43,161 
11,139 
25,111 

33,883 

74,204 
413,096 

311 
170 
26 
11 

13,998 
10,486 
8,829 
6,309 
5,754 
1,455 
46,832 

2003 2004 
560,811 

64,760 
62,166 
11,802 
38,795 

44,653 

18,162 
14,002 
11,538 
9,062 
7,212 
2,478 
62,454 

94,192 

251 
207 
30 
13 

242 
137 
25 
10 

9,295 
7,054 
5,599 
3,217 
4,501 
1,115 
30,780 

295,303 243,563 

27,344 
23,394 
9,421 
8,769 

26,204 

148 
134 
35 
7 

42,808 

6,206 
5,143 
4,713 
1,945 
3,888 
1,010 
22,905 

61 
125 
59 
6 

225,095 
41,520 

5,480 
5,060 
4,380 
1,677 
4,402 
929 

21,929 

22,365 

25,497 
23,208 
9,431 
7,180 

0 
101 
56 
10 

165,779 

19,537 
17,232 
6,893 
4,150 

19,488 

33,778 

3,607 
4,062 
2,782 
908 
3,051 
354 

14,763 

140,385 
28,307 

0 
62 
48 
8 

2,675 
4,226 
2,423 
517 
2,462 
217 

12,520 

16,997 

16,694 
15,021 
6,667 
3,021 

142,140 

0 
73 
45 
6 

2,485 
4,385 
2,005 
327 
2,673 
357 

12,232 

28,988 

16,434 
14,884 
6,997 
2,902 

16,288 

138,833 

0 
137 
7 
8 

2,244 
3,601 
1,890 
373 
2,280 
309 

10,698 

29,181 

16,180 
12,482 
7,827 
2,415 

16,155 

132,083 

0 
150 
6 
6 

2,071 
3,398 
1,611 
276 
2,052 
332 
9,739 

16,118 

14,784 
10,293 
8,591 
2,255 

29,005 
22.0 21.0 20.4 20.4 20.2 18.4 17.6 18.1 18.0 16.8 

12.2 11.5 12.1 11.8 9.9 10.8 9.2 8.2 8.0 

7.4 7.7 8.6 8.9 8.9 9.7 9.4 10.4 11.3 11.1 

11.6 

表３　中国の輸入（1995～2004 年） 

（注）表中の斜体字は％。
（出所）表２に同じ。
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いる反面，ASEANのシェアは徐々に高まっており，輸入額では第３位の
韓国に匹敵する規模になっている。1995年から2004年までの10年間で，韓
国，ASEANからの輸入がともに６倍を超えており，同国・地域との貿易
関係が緊密になっていることがみて取れる。

中国の貿易構造は2000年を境に大きく変化している。2000年の輸出は対
前年度比28％増，輸入は同36％と大幅に伸びた。2001年には輸出入ともに
１桁台の伸びであったが，2002年からは再び驚異的な伸びを示した。2001
年から2004年までのわずか4年間で中国の貿易額は輸出入ともに２倍を超
えており，この間の年平均の伸び率は輸出25％，輸入26％となっている。

２．中国とASEANの貿易

次に中国とASEANとの貿易関係をみておこう。まず特徴的なことは，
（1）中国・ASEAN間の貿易額が近年急激に拡大していること，（2）取引品
目が機械および部品，エレクトロニクス関連部品（HSコード84およびHSコ

ード85）の双方向での取引が拡大していることである。
中国・ASEAN貿易は1990年半ば以降着実に拡大しており，2004年には

中国の輸入に占めるシェアは11.1％（金額では625億ドル）となっている。1995
年から2004年までの10年間で6.4倍になっている。中国のASEANへの輸出
シェアは全体の６〜７％台で推移している。2004年は７％，金額では414億
ドルであった。ちなみに，この10年間の日中貿易総額（輸出＋輸入）と中
国・ASEANとを比べてみると，後者は1995年には34％であったが，2004
年には62％とほぼ倍増している。中国・ASEAN貿易の増大の背景には
ASEANに進出した多国籍企業が介在した貿易取引が大きな役割を果たし
ていることが指摘できよう。

以下では，中国と香港・ASEAN ６カ国との貿易について特徴をみてい
くことにする（表4，5参照）。なお，貿易統計のデータベースはWorld Trade 
Atlasを使用，貿易商品分類はHS（Harmonized Commodity Description and 

Coding System）コード表の２桁および４桁レベルに依っている。
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⑴中国と香港の貿易

2004年の中国から香港への輸出は1011億ドル，香港からの輸入は118億
ドルとなっている。HSコードの貿易商品分類別にみると，輸出の第１位は
電機・電子製品等（HS85）で296億6000万ドル，第２位は機械類（HS84）の
214億2000万ドル，第３位が光学機器（HS90）の53億1000万ドル，以下４，
５，６位と繊維関連製品が続く。他方，輸入は第１位が電機・電子製品等

（HS85）の44億ドル，第２位はプラスチック類（HS39）の11億3000万ドル，
第３位が機械および部品等（HS84）の10億5000万ドルとなっている。

（単位：100万ドル） 
中　　国 香　　港 

中　　国 
香　　港 
シンガポール 
マレーシア 
タ　　イ 
インドネシア 
フィリピン 

11,802 
 

3,655 
2,859 
1,329 
267 
1,739 

14,002 
9,691 

 
11,706 
4,154 
6,083 
3,421 

18,162 
7,551 
24,993 

 
5,520 
1,682 
1,981 

11,538 
5,146 
6,713 
5,789 

 
2,772 
1,572 

7,212 
1,932 
― 
4,194 
2,326 

 
936 

9,062 
4,449 
4,227 
2,819 
1,546 
229 

2,478 
391 
1,403 
580 
438 
416 
441 

 
114,397 
16,213 
10,340 
8,172 
4,101 
2,659 

（出所）表２に同じ。

表４　中国・香港およびＡＳＥＡＮ（６カ国）の域内貿易（輸入，2004年） 

シンガポール マレーシア タ　　イ インドネシア フィリピン ベトナム 

（注）１）ベトナム側からの資料は公表されていない。
２）シンガポールのインドネシアからの輸入データは公表されていない。
３）第１列が輸入国。

（単位：100万ドル） 
中　　国 香　　港 

中　　国 
香　　港 
シンガポール 
マレーシア 
タ　　イ 
インドネシア 
フィリピン 

（出所）表２に同じ。

表５　中国・香港およびＡＳＥＡＮ（６カ国）の域内貿易（輸出，2004年）

シンガポール マレーシア タ　　イ インドネシア フィリピン ベトナム 

（注）１）ベトナム側からの資料は公表されていない。
２）シンガポールのインドネシアからの輸出データは公表されていない。
３）第１列が輸出国。

101,126

17,658
7,433
4,917
1,387
3,139

12,695
5,692

18,968
6,971
6,001
2,630

8,085
2,332
27,287

5,283
3,016
2,059

5,800
3,029
7,746
6,027

1,976
1,062

6,257
1,109
―
3,064
3,196

376

4,265
2,524
3,917
1,923
1,821
1,238

4,260
1,245
3,181
1,139
1,865
601
681

114,394
15,396
8,384
7,085
4,605
2,652
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⑵中国とシンガポールの貿易

中国とシンガポールの貿易は，輸入で第８位（金額ベースで140億ドル），
輸出で第９位（同127億ドル）である。輸入はHSコード２桁レベルで電機・
電子製品等（HS85）が50億ドル，機械および部品等（HS84）が28億ドルと
なり上位２品目で全体の56％を占めている。HSコード４桁レベルでみると，
集積回路（HS8542）が32億ドル，コンピュータ関連（HS8471）が14億ドル，
事務用機器（HS8473）４億ドルとなっている。輸出では電機・電子製品等

（HS85）で53億ドル，機械および部品等（HS84）で25億ドル，両者合計で61
％となる。HSコード４桁レベルでみると，集積回路（HS8542）12億ドル，
テレビ用伝送通信機器（HS8525）11億ドル，コンピュータ関連（HS8471）

10億6000万ドル，テレビ等部品（HS8525）９億3000万ドル，事務用機器
（HS8473）８億6000万ドルとなっている。

⑶中国とマレーシアの貿易

中国とマレーシアの貿易は，輸入で第７位（金額ベースで182億ドル），輸
出で第15位（同81億ドル）である。マレーシアからの輸入は電機・電子製品
等（HS85）で100億ドル，機械および部品等（HS84）で19億ドルとなり両者
合わせて65％を占める。HSコード４桁レベルでみると，集積回路（HS8542）

73億5000万ドル，コンピュータ関連（HS8471）10億7000万ドル，事務用機
器（HS8473）５億2000万ドル，半導体関連（HS8541）８億5000万ドルとな
っている。

マレーシアへの輸出は機械および部品等（HS84，22億7000万ドル），電機・
電子製品等（HS85，21億8000万ドル）で両者合わせて55％を占めている。こ
れをHSコード４桁レベルでみると，事務用機器（HS8473）が12億7000万ド
ルでトップ，ついでコンピュータ関連（HS8471）で５億5000万ドル，集積
回路（HS8542）４億4000万ドル，テレビ等部品（HS8529）２億7000万ドル
となっている。
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⑷中国とタイの貿易

中国とタイの貿易は，輸入で第11位（金額ベースで115億ドル），輸出で第
20位（同58億ドル）である。タイからの輸入は第１位の電機・電子製品等

（HS85，29億ドル）と第２位の機械および部品等（HS84，28億ドル）を合わ
せると全体の約５割に達している。これをHSコード４桁レベルでみると，
コンピュータ関連（HS8471）17億2000万ドル，集積回路（HS8542）13億2000
万ドル，事務用機器（HS8473）７億5000万ドルとなっている。他方，タイ
への輸出は第１位の機械および部品等（HS84，12億9000万ドル），第２位の
電機・電子製品等（HS85，12億6000万ドル）を合わせると全体の44％を占め
る。HSコード４桁レベルでみると，事務用機器（HS8473）５億2000万ドル，
テレビ用伝送通信機器（HS8525）２億3000万ドル，コンピュータ関連

（HS8471）１億8000万ドルとなっている。

⑸中国とフィリピンの貿易

フィリピンは中国にとって輸入では第13位（91億ドル），輸出では第23位
（43億ドル）の貿易相手国である。フィリピンからの輸入は，電機・電子製
品等（HS85）が63億ドル（第１位），機械および部品等（HS84）が17億ドル

（第２位）となっており両者だけで全体の88％を占めている。HS ４桁レベ
ルでみると，集積回路（HS8542）が54億6000万ドル，コンピュータ関連

（HS8471）が13億3000万ドルとなっている。集積回路は単品で輸入量の60％
を占めている。フィリピンへの輸出は電機・電子製品等（HS85）が15億ド
ル，機械および部品等（HS84）が４億ドルとなり上位２品目で全体の43％
を占めている。

⑹中国とインドネシアの貿易

中国にとってインドネシアは輸入で第19位（72億ドル），輸出で第17位（63

億ドル）の貿易相手国である。インドネシアからの輸入で一番多いのが鉱
物油・石油（HS27）の13億ドルである。機械および部品等（HS84，８億ド

ル），電機・電子製品等（HS85，６億ドル）は合計で20％を占めているにす
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ぎない。中国からインドネシアへの輸出は機械および部品等（HS84）で９
億4000万ドル，電機・電子製品等（HS85）で９億5000万ドルとなっている。

⑺中国とベトナムの貿易

中国とベトナムの貿易は輸入で第33位（25億ドル），輸出で第24位（43億

ドル）である。ベトナムからの輸入は鉱物油・石油（HS27）が17億ドルと
全体の70％を占めるのに対して，電機・電子製品等（HS85），機械および部
品等（HS84）の輸入はそれぞれ6600万ドル，4800万ドルと合計でも５％に
満たない。中国からの輸出は機械および部品等（HS84，５億ドル），電機・
電子製品等（HS85，２億ドル）合わせても18％にすぎない。

３．電機・電子部品および機械・部品貿易

すでにみたように中国・ASEAN貿易の特徴は，（1）貿易収支がASEAN
全体にとって黒字になっていること，（2）貿易量が年々拡大していること

（表２，３参照），（3）輸出入ともに特定品目の取引が多く，貿易品目の上位
に機械および部品等（HS84），電機・電子部品等（HS85），さらに鉱物燃料・
石油等（HS27）が占めていること，である。エレクトロニクス産業では，工
程間分業により異なった製品（群）をベースとする「集積」が形成されて
いる。そのため，機械および部品等，電機・電子部品等の取引においては，
インドネシア，ベトナムを除くASEAN内および中国との，「双方向」の輸
出入が行われていることが特徴的である。

表６はASEAN主要５カ国と中国との貿易のなかで，HSコード84（機械

および部品等）とHSコード85（電機・電子製品等）の2004年の輸出額をみた
ものである。両者を合わせた輸出額を二国間ベースでみると，シンガポー
ルからマレーシアへの輸出が173億ドルと最も多く，ついでマレーシアか
らシンガポールへの輸出が118億ドル，シンガポールから中国への輸出が
93億ドル，中国からシンガポールへ輸出が77億ドル，中国からマレーシア
への輸出が45億ドルとなっている。

ここで中国との関係をみてみよう。中国から主要ASEANへの輸出は
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HS84で79億ドル，HS85で114億ドル，これらを合計すると193億ドルとな
る。他方，ASEANから中国への輸出はHS84で72億ドル，HS85で108億ド
ル，合計180億ドルである。ASEAN側が13億ドルあまり出超となっている
がほぼ均衡している。なお，電機・電子部品については，貿易額からみて
中国，シンガポール，マレーシアとの間には製品の工程間分業の関係があ
ることがみて取れる。またフィリピンはHS85レベルでは，シンガポール，
マレーシア，中国との間に比較的に強い相関関係がみられる。フィリピン
が半導体関連製品の供給基地になっていることによるものである。

４．東アジアの貿易構造の特徴

東アジアの経済発展のダイナミズムは，域内における民間企業の旺盛な
投資・生産活動によるところが大きい。企業集積ないしは産業集積による

「規模の経済」と「技術移転」，グローバル・バリューチェーンの展開によ
る効率的な調達・物流システムが形成されており，また域内での生産拠点
の位置づけが明確にされていることが特徴的である。経済産業省［2005：
166-167］は，日本・NIEs，ASEAN・中国，アメリカ・EU間の貿易の流
れを生産，組立，消費の場所がそれぞれ異なる「三角貿易構造」として位

（単位：100 万ドル）
中  国 

HS84 
HS85 

2,274 
2,176 

2,452 
5,283 

1,290 
1,259 

373 
1,479 

943 
950 

538 
228 

HS84 
HS85 

1,151 
2,398 

3,122 
8,717 

1,087 
1,853 

172 
647 

362 
436 

91 
128 

HS84 
HS85 

3,278 
6,096 

4,094 
13,258 

1,426 
3,011 

592 
1,476 

454 
255 

HS84 
HS85 

1,735 
948 

1,083 
1,111 

1,931 
1,823 

212 
466 

371 
243 

186 
106 

HS84 
HS85 

926 
1,200 

214 
1,583 

499 
1,791 

119 
292 

78 
84 

84 
24 

HS84 
HS85 

127 
191 

267 
246 

1,325 
1,604 

163 
178 

53 
83 

27 
42 

（出所）World Trade Atlas の各国輸出データより作成。

表６　HS84およびHS85の中国・ASEAN間の輸出（2004年） 

中  国 

シンガポール 

シンガポール 

マレーシア 

マレーシア タ　イ 

タ　　イ 

インドネシア 

インドネシア 

フィリピン 

フィリピン ベトナム

― 
― 

（注）　１）シンガポールはインドネシアへの輸出データを公表していない。
２）ベトナムから各国への輸出データはない。
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置づけ，近年その構造が高度化していると分析している。それによると，
日本・NIEsが生産した部品，加工品を中国・ASEANが中間財として輸入
し，組み立てた製品を最終消費地であるアメリカ・EUに輸出する。このよ
うな開放的な貿易システムにより東アジアと欧米との貿易関係が緊密化し，
さらには世界経済の成長を牽引するというダイナミズムが形成されている
ことが東アジアのもつ比較優位であろう。さらに，ASEANでは各国がそ
れぞれの強みをもつ財に特化していることも特徴である。

中村［2003：21］は，東アジアにおける域内貿易比率は増大しており，中
間財的な性格をもつ商品（IT関連部品，合成繊維・同織物，化学工業品）ほど
域内貿易比率が高く，また最終製品の仕向地は域外の比率が高くなってい
る，と指摘している。

東アジア15カ国・地域（ASEAN＋日中韓＋台湾，香港）の域内貿易比率は
53.3％（2003年）に達し，EUの60.3％より低いが北米自由貿易協定（NAFTA）

の44.5％を上回る水準になっている（『日本経済新聞』2005年12月８日）。エレ
クトロニクス産業を中心にして形成されている（高度な）産業内・企業内
分業ネットワークが東アジア域内における経済関係をより緊密化させてい
る。中国経済の台頭は日中韓の産業リンケージを高めるのみならず，中国
とASEANの関係を大きく変化させている。

第３節　東アジアにおけるFTAの現状

世界経済の成長センターである東アジアの経済発展はFDIによって支え
られてきた。グローバリゼーションの進展は，企業活動の水平的な展開

（工程間分業）を促し，産業間・企業間結合を通じて東アジアにおける生産
ネットワークを強化した。同地域では先行する事実上の経済統合をどのよ
うに制度化していくか，FTAをめぐる二国間，地域間，多国間レベルでの
交渉が加速化している。
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１．FTAの趨勢

世界的に地域経済統合が進むなか，WTO（世界貿易機関）に登録される
FTAの数は2005年７月現在で138件となっている（表７）。地域別では欧
州・ロシアNIS・中東・アフリカが92件，米州が13件，アジア・大洋州が
16件，地域横断が17件となっている。

年代別にみると1990年以前の25年間では19件のFTAが締結されている。
1990年代の10年間で51件に急増し，2000年以降は５年間余りで68件となっ
た。これはFTA総数の半分に相当する件数である。1990年代に入りグロー
バリゼーションの進展によって世界経済の一体化が進むかにみえたが，
APEC，WTOといった多国間協議が加盟国間の利害調整をめぐって停滞す
るなか，地域主義が台頭するという現象が生じている（２）。その理由として，
浦田［2005］は，多国間協議は加盟国の増大によって合意形成が難しくな
ったこと，取り扱いが難しい分野での貿易自由化の歩みが鈍化してしまっ
たこと，を挙げている。それに比べて二国間や複数国間のFTAでは迅速
な交渉・妥結がなされている。また，WTO交渉では対象外となっている労

米州 地域横断 合　　計 

1955～59年 
1960～64年 
1965～69年 
1970～74年 
1975～79年 
1980～84年 
1985～89年 
1990～94年 
1995～99年 
2000～04年 
2005年～ 

1

1

1
1
2
2
5

1 
1 
 
1 
2 
1 
 

17 
25 
43 
1 

 
 
 
 
2 
2 
 
3 
1 
7 
1 

 
 
1 
2 
 
 
2 
 
1 
9 
2 

1 
2 
1 
4 
4 
4 
3 
22 
29 
64 
4 

合計 92 13 16 17 138 
（出所）“WTO/FTA Column,” Vol.36, 25 July 2005, JETRO.
（原典）WTOウェブサイト（http://www.wto.org/english/tratop_e/region_e/eif_e.xls）。

欧州・ロ 
シアＮＩＳ・ 
中東・アフリ 

カ 

表７　世界のFTA　年代別・地域別発効件数（2005年7月8日現在）

アジア・大
洋州 
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働，環境といった分野を取り込めることが特徴となっている。
アジアにおけるFTAの動きは欧州に比べると遅く経済統合の真空地帯

ともいわれてきたが，新世紀に入ってからFTA（交渉）の動きは加速して
いる。アジア・大洋州地域では2000年以降8件のFTAが締結されており，
アジア地域全体（16件）のFTAの半数がこの5年間で締結されたことになる。
ASEANでは1992年にAFTA（ASEAN自由貿易地域）が発効し，約10年をか
けて域内の関税率を０〜５％に下げた。アジア経済に大きな期待と不安を
もたらしたのが2001年の中国のWTO加盟であった。中国と貿易構造が競
合的なASEANは輸出競争力の低下，安価な中国製品の域内への流入，さ
らにはFDIが中国へ集中することへの懸念などから，当初は警戒感を示し
ていた。これに対し中国政府は積極的な経済外交を展開し2002年に
ASEANと「FTAの枠組み協定」を締結した。これを契機にして，日本が
ASEANおよび同加盟国とのFTA交渉に積極的に取り組むようになり，さ
らにASEANでもシンガポールに続いてタクシン首相率いるタイが二国間
をベースとするFTA交渉を開始した。このように経済統合に対する関心
が高まる一方で，“バス”に乗り遅れまいとする動きもあり，東アジアでは
二国間ベースのFTA交渉が錯綜し，まさにスパゲッティ・ボウル（３）現象化
している。現在交渉中のFTAの多くは2010年から2010年代半ばにかけて

“完成期”を迎えることになる。その時点で，各国経済そして域内経済の構
造がどのように変化するかを予想することは難しいが，恐らく交渉時点で
予定していた経済連携のあり方が修正されている可能性もある。その要素
のひとつとして，より大きな枠組みで経済統合を目指そうとする動きもあ
げられよう。

２．東アジアにおけるFTAの現状

21世紀に入ってアジアにおける経済連携，経済統合の動きが激しくなっ
てきた。その要因のひとつとして中国のWTO加盟（2001年）を契機とする
一連の積極的な経済外交があげられるし，またASEANを中心とするFTA
交渉の動きもここ１〜２年で状況が大きく変わってきた。その動きを象徴
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するのが，2005年12月にマレーシアのクアラルンプールで開催された東ア
ジアサミットである。同サミットには，ASEAN＋3（日中韓）にインド，ニ
ュージーランド，オーストラリア国を加えた16カ国の首脳が参加し，将来
的に東アジア共同体を目指すことで合意した。東アジアサミットに参加す
る国々の人口総数は約30億人と世界人口の半数に近い規模になる。しかし
ながら，参加国の思惑はそれぞれ違っており最終的な目標である「東アジ
ア共同体」実現への道筋は決して平坦ではない。議論の主導権をめぐって，
すでに中国，日本，インドの駆け引きが行われている。また，同構想をめ
ぐってはアメリカも大きな関心を寄せており，「ASEAN＋3」を核にして
議論を進めていこうとする中国，マレーシア（参加国限定派）と参加国拡大
を主張する日本との対立もある。

以下，本節ではアジア主要国のFTA交渉の現状をみていくことにする。

⑴日本の経済連携協定

日本では2005年12月時点で２件のEPA（経済連携協定）が発効している。
日本にとって初のEPAは，シンガポールとの日本・シンガポール新時代経
済連携協定（JSEPA）であり，これは2002年１月に調印し，同年11月発効
した。２件目はメキシコとの日本・メキシコ経済連携協定で，これは2004
年９月に調印し，2005年4月に発効した。マレーシアとは2005年12月調印し，
今後２年以内にFTAの締結を目指すことになった。さらにフィリピン，
タイとは現在も二国間協議を続けている。フィリピンとは2004年11月に
ASEANの他国に先駆けて基本合意に達したが，その後「人の移動」（看護

師の受入数等）をめぐり，また自動車の関税引き下げ問題で対立が生じてお
り2005年内の合意はできなかった。タイとの交渉も2005年８月に基本合意
したが，締結へ向けて交渉中である。ASEANとは2005年４月に交渉が始
まり，2007年春までにFTA締結を目指す方針を双方確認した（2005年12月

の日・ASEAN首脳会議）。また，インドネシアとも2005年７月にFTA交渉
が始まった。ベトナムとは2006年1月に準備会合を立ち上げることで合意
し，その後政府間で正式交渉に入ることを目指している。韓国とのFTA
交渉は2003年に政府間交渉が開始されたが，現在協議は中断されている。
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アジア以外では，2005年11月にチリとFTAに関する交渉を開始すること
で合意した。

⑵シンガポールのFTA

シンガポールはアジアのなかでも最も早くFTAを締結した国である。
2000年にニュージーランド，2002年１月に日本と経済連携協定を，同年６
月には欧州自由貿易連合（European Free Trade Association: EFTA─スイ

ス，ノルウェー，リヒテンシュタイン，アイスランドの４カ国から構成される），
2003年２月にオーストラリア，同年５月アメリカと，さらに2004年５月に
はヨルダンとの交渉が終了した。現在交渉中の国・地域は，バーレーン，
カナダ，エジプト，インド，メキシコ，パナマ，スリランカ，Pacific 3（中

国，シンガポール，ニュージーランド）となっている。

⑶タイのFTA

ビジネス界出身のタクシン首相はFTAの取り組みに積極的な姿勢をみ
せている。ASEAN・中国FTAに実施に際しては，2003年10月から野菜，果
実（HS07−08）の関税を先行して撤廃，2004年１月から農産物（HS01−06）

の関税を引き下げた。
中国以外には，オーストラリア（2004年７月に調印），インド（2004年９月

より一部の関税を先行して引き下げ），ぺルー（2003年10月FTA枠組み協定を締

結），バーレーン（2002年12月にFTA枠組み協定を締結），ニュージーランド
（2004年11月に締結合意），BIMSTEC（ベンガル湾多分野技術経済協力イニシア

ティブ）（４）との交渉が締結されている。日本とは基本的枠組みには合意し
ているがFTAの締結にはいたっていない。

タイが地域経済統合に積極的な理由としては，タイにおける経済発展，
とりわけ日系企業を中心に自動車関連の産業集積が進んでおり，さらなる
集積の進化・形成を目指しているからである。1997年のアジア通貨危機に
端を発する経済危機を乗り切り，貿易・投資の自由化によって日系企業を
はじめとする外資が参入，周辺産業を含めた集積効果により，2005年の自
動車生産台数は100万台を超え「アジアのデトロイト」とまでいわれるよう
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になった。ちなみに，東アジアで自動車生産台数が100万台を超えている
のは，日本，中国，韓国，タイの４カ国だけである。

⑷中国のFTA

中国はASEANと2002年にFTAを締結した（５）。2003年10月からタイとの
間でアーリーハーベスト（自由化前倒し措置）として農業部門の関税引き下
げを実施した。2005年７月にはモノの関税引き下げ交渉が決着した。

中国は2003年6月，香港と経済緊密化協定（Closer Economic Partnership 

Arrangement: CEPA）を結び，2004年１月から同協定は発効した（６）。2005
年11月にチリとFTA協定に調印した。中国にとって初めての二国間ベー
スでのFTAである。

⑸韓国のFTA

韓国もFTA交渉を加速化している。ASEANとは基本協定に署名し（2005

年12月13日），2006年の発効を目指している。2004年４月のチリをはじめと
して，シンガポール，欧州自由貿易連合（EFTA）とFTA交渉を締結し，
2006年前半の発効を目指している。現在カナダと交渉中であり，メキシコ，
インドとは共同研究に着手した。

⑹ASEANのFTA

ASEANは1992年からAFTAを実施した。2003年には原則として域内の
関税率が５％以下になっている。2002年，ASEANは中国とFTA枠組み協
定を締結し，2005年７月にはモノの貿易の自由化に関して合意した。

インドとのFTAは2006年６月までに交渉を終え，2007年１月から発効さ
せることで合意している。

⑺インドのFTA

インドはスリランカ（2000年３月発効），タイ（2004年９月発効）とFTAを
締結し，シンガポール（2005年８月）とは包括的経済協力協定を締結してい
る。さらに2006年には南アジア自由貿易圏（SAFTA）， BIMSTECの発効を
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目指している。ASEANとのFTA交渉は2007年発効で合意している。その
他，日本，中国，韓国等と二国間ベースで交渉を進めるなど，ここにきて
インドの動きが俄に注目を浴びている。

⑻東アジア自由貿易協定（EAFTA）

東アジアでの経済統合の動きは東アジア自由貿易協定（EAFTA）に収斂
する形で進められるであろう。しかしながら，ASEAN＋3（日本，中国，韓

国）をどのような形で統合するか，そのプロセスに関しては関係国間に合
意がなく，現状ではASEANを中心としてASEAN＋1の個別交渉が先行し
て行われている。すでにみたようにASEAN・中国FTAは締結済みであり，
またASEAN・日本FTA（EPA）は交渉中である。日本と中国のFTA（EPA）

については交渉の糸口さえつかめていないのが現状である。東アジアにお
いて日本と中国の経済的プレゼンスは大きく，両国の歩み寄りがないかぎ
り東アジア経済統合を前進させることはできない。東アジアの経済統合は
実質的に民間企業を媒介とする生産ネットワークにより形成されてきた。
今後さらに経済的メリットを享受する（FTAによる経済的厚生の増大）ため
には，関係国の政治的決断が必要となっている。

第４節　まとめ─東アジアの経済発展と日本・中国の役割

2004年は中国にとって貿易大国として位置づけられる記念すべき年とな
った。同年の貿易総額が１兆ドルを超え，日本を抜いてアメリカ，ドイツ
に次ぐ世界第３位となった。2004年は輸出入ともに対前年度比35％を超え
る驚異的な伸びをみせた。中国の貿易相手国は，輸出市場では１位がアメ
リカ，２位が香港，３位が日本，輸入市場では１位が日本，２位台湾，３
位韓国となっている。今後も高い経済成長を背景に貿易の拡大は継続する
であろう。その結果，貿易黒字が増大しており，2005年は1000億ドルを超
えることも確実視されている。対中国貿易で大幅な赤字を計上しているア
メリカでは議会を中心に，中国に一層の市場開放，ドル・元の為替調整を
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求める声が一段と高まっており，米中間の懸案事項になっている。
中国が現在のペースで経済成長を続けると2020年にはGDP規模で日本

と肩を並べる存在になるといわれている。中国への投資は今後とも大きく
減少することなく推移するものと思われるが，中国の経済発展のボトルネ
ックもすでに顕在化し始めている。「世界の工場」「世界の市場」といわれ
製造業の発展に強みをもっている中国ではあるが，科学・産業分野の先端
技術で世界をリードするというレベルにまでは達していない。現在の中国
における製造業の発展は直接投資にともなう「移植された技術」に負うと
ころが大きい。すでに有人宇宙飛行を成功させ，また核開発を進める技
術・能力を有してはいるが，技術開発という点では依然として外国企業に
頼らざるを得ない状況にある。中国は自国での技術開発のために外国企業
に対して技術供与を求めている。しかしながら，外国企業は莫大なコスト
と時間をかけて開発した先端技術，長年培ってきた特殊技術を「知的財産
権」で囲い込むことによって，厳しい競争のなかで技術的優位を保とうと
している。とくに，知的財産権を保護する制度が十分でない中国では技術
移転に対する外国企業の警戒感が強いといえよう。

東アジア経済圏がもつ強みは，域内に「生産技術」・「生産能力」（生産ネ

ットワーク）・「市場」といった生産・消費に関わる要素を内包している点
である。東アジア経済圏では事実上の経済統合が実現されており，今後東
アジアの経済発展のためにより広い（深い）経済統合を目指してどのよう
な議論が進展するか，関係国は大きな期待を寄せている。

東アジアないしはアジアの経済統合のプロセスは企業活動を通じて形成
される生産・調達・販売ネットワークによって進展していることが検証さ
れており，また，日本，中国，ASEANの経済関係強化は，域内での産業
集積を活かしたアジア発のビジネス・モデル創生の可能性をも秘めている。

他方，東アジア全体の動きをみると，政治的な思惑も絡んだ経済統合の
動きがある。2005年は東アジアにおける経済統合を考えるうえで大きな動
きがあった年である。東アジアとインドの接近によりアジアという概念が
一体化する方向性ないしは可能性を見出したことである。2005年12月にマ
レーシアのクアラルンプールで開催された東アジアサミットは，東アジア，
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南アジアそしてオセアニアの経済的連携を強化して一体化し，将来的には
東アジア共同体を目指すことを目標としている。従来東アジアでは
ASEAN＋3（日中韓）で経済統合を進めようというEAFTAの推進が合意さ
れているが，東アジア共同体構想は，インド，オーストラリア，ニュージ
ーランドを加えた16カ国が参加している。新たに“アジアの巨象”である
インドが加わったことで構想実現へ向けた議論の仕方，さらにはイニシア
ティブをめぐって関係国間で早くも駆け引きが始まっている。東アジアサ
ミットは毎年開催されることになっており，同構想に関心をもっているロ
シア，また“蚊帳の外”に置かれているアメリカがどのような対応を示す
のか先行きが注目されている。

アジアの経済統合に実質的な役割を果たしてきたのが民間企業の投資・
生産活動である。国境を越える企業活動がネットワーク化を促し，生産拠
点としてのアジア域内諸国を結びつけそしてさらに発展させてきた。これ
に呼応する形で，成長する地域・国が次々と形成されるというスパイラル
的な発展を遂げてきたところにアジアの経済発展の強みがあるといえよう。
潜在成長力の高いアジア地域が今後さらなる発展を遂げるためにはいくつ
かの条件をクリアしなければならない。（1）EAFTAにせよ東アジア共同
体にせよ，統合を実現するための求心力が何になるかということ，すなわ
ち経済的要素に何を加える（プラスアルファ）かが高い次元での域内統合に
は欠かせない条件である。（2）自立的な経済発展を目指すためには，従来
のような域内からの輸出拠点としてのみ機能させるだけでなく，域内に市
場を作りだし，またそれを対外的に開放する努力が各国に要求される。

（3）統合を推進するためには核となる母体が必要である。それがASEAN
＋3になることは間違いないが，そのなかでの議論が国益のみならず，地域
益，さらには加盟国全体に利益をもたらすような体制構築を目指さねばな
らない。その意味では，統合のプロセスは，EUまたはNAFTAとは違った，
アジアの価値観をベースにした“第三の道”を選択しなければならないで
あろう。
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〔注〕
⑴　本稿では，東アジアはASEAN，中国，日本，韓国，台湾を含む地域とする。こ

とわりのないかぎりアジアと同義に使われる。インドを含む場合はその旨明記す
る。

⑵　FTAまたはEPA（経済連携協定）は地域の経済統合を促進する役割を担ってい
る。FTAに関わるモデル分析では，FTAに参画する国が多いほど関係国が享受で
きる利益（経済的厚生）が大きくなることいわれている。なお，東アジアにおける
FTAの効果分析については，第9章でCGEモデルを用いた経済効果分析を行ってい
るので参照されたい。

⑶　FTA協定の詳細は，例外品目の立て方，原産地規則の詳細などで異なっており，
それらのFTAがいくら普及してもFTAの深化につながらない。このような現象を
バグワティ（Bhagwati）教授はスパゲッティ・ボウル効果と呼んだ（伊藤［2004：
5］）。

⑷　BIMSTECの加盟国は，バングラデシュ，インド，ミャンマー，スリランカ，タ
イ，ネパール，ブータンの７カ国。

⑸　正式名称は，Framework Agreement on Comprehensive Economic Co-operation  
between ASEAN and China。

⑹　CEPAについては，第７章を参照されたい。
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